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資料４ 

預金保険法（抄） 

 

（金融危機に対応するための措置の必要性の認定）  

第百二条  内閣総理大臣は、次の各号に掲げる金融機関について当該各号に定める措置が講ぜられなけ

れば、我が国又は当該金融機関が業務を行つている地域の信用秩序の維持に極めて重大な支障が生ず

るおそれがあると認めるときは、金融危機対応会議（以下この章において「会議」という。）の議を

経て、当該措置を講ずる必要がある旨の認定（以下この章において「認定」という。）を行うことが

できる。  

一  金融機関（次号に掲げる金融機関を除く。） 当該金融機関の自己資本の充実のために行う機構

による株式等の引受け等（以下この章において「第一号措置」という。）  

二  破綻金融機関又はその財産をもつて債務を完済することができない金融機関 当該金融機関の

保険事故につき保険金の支払を行うときに要すると見込まれる費用の額を超えると見込まれる額の

資金援助（以下この章において「第二号措置」という。）  

三  破綻金融機関に該当する銀行等であつて、その財産をもつて債務を完済することができないもの 

第百十一条から第百十九条までの規定に定める措置（以下この章において「第三号措置」という。）  

２  内閣総理大臣は、労働金庫又は労働金庫連合会に対して認定を行おうとするときは、あらかじめ、

厚生労働大臣の意見を聴かなければならない。  

３  第三号措置に係る認定は、第二号措置によつては第一項の支障を回避することができないと認める

場合でなければ、行うことができない。  

４  内閣総理大臣は、第一号措置に係る認定を行うときは、当該認定に係る金融機関が第百五条第一項

の申込みを行うことができる期限を定めなければならない。  

５  内閣総理大臣は、認定を行つたときは、その旨及び当該認定が第一号措置に係るものであるときは

前項の規定により定めた期限を当該認定に係る金融機関及び機構に通知するとともに、官報により、

これを公告しなければならない。  

６  内閣総理大臣は、認定を行つたときは、当該認定の内容を国会に報告しなければならない。 

  

（第一号措置に係る認定の取消し）  

第百三条  内閣総理大臣は、第一号措置に係る認定を行つた後、第百五条第三項の決定がされるまでの

間に、当該認定に係る金融機関が前条第一項第二号に掲げる金融機関に該当することとなつたときは、

会議の議を経て、当該認定を取り消すものとする。  
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２  前条第二項、第五項及び第六項の規定は、前項の規定による認定の取消しについて準用する。 

  

（自己資本の充実のための措置を定めた計画の提出等）  

第百四条  第一号措置に係る認定に係る金融機関は、次条第一項の申込みを行わないときは、内閣総理

大臣に対し、第百二条第四項に規定する期限内に、第一号措置以外の方法による自己資本の充実のた

めの措置を定めた計画を提出しなければならない。  

２  内閣総理大臣は、前項の規定により同項の金融機関から提出を受けた計画を適当と認めるときは、

会議の議を経て、当該金融機関に係る認定を取り消すものとする。  

３  第百二条第二項、第五項及び第六項の規定は、前項の規定による認定の取消しについて準用する。  

４  内閣総理大臣は、第一号措置に係る認定に係る金融機関が第百二条第四項に規定する期限内に次条

第一項の申込みを行わなかつた場合において、当該金融機関が当該期限内に第一項に規定する計画を

提出しなかつたときは、当該認定を取り消すものとする。  

５  内閣総理大臣は、第一項の規定により金融機関が提出した計画を適当と認めないときは、当該認定

を取り消すものとする。  

６  内閣総理大臣は、前二項の規定により第一号措置に係る認定を取り消すときは、あらかじめ、財務

大臣の意見を聴かなければならない。  

７  第百二条第二項、第五項及び第六項の規定は、第四項又は第五項の規定による第一号措置に係る認

定の取消しについて準用する。  

８  内閣総理大臣は、第四項又は第五項の規定により第一号措置に係る認定が取り消された場合におい

て、当該取消しに係る金融機関がその財産をもつて債務を完済することができない事態が生ずるおそ

れがあるときは、第百二条第一項の規定にかかわらず、会議の議を経て、当該金融機関に対し、第二

号措置に係る認定を行うことができる。  

９  第百二条第二項、第五項及び第六項の規定は、前項の規定による第二号措置に係る認定について準

用する。  

 

（株式等の引受け等の決定）  

第百五条  機構は、第一号措置に係る認定が行われた場合において、当該認定に係る金融機関から第百

二条第四項の規定により定められた期限内に第一号措置に係る申込みを受けたときは、内閣総理大臣

（当該金融機関が労働金庫又は労働金庫連合会である場合にあつては、内閣総理大臣及び厚生労働大

臣。次項、第三項、第六項及び第七項、第百七条第二項、第百八条、第百九条並びに第百十条第一項

において同じ。）に対し、当該金融機関と連名で、当該申込みに係る第一号措置を行うかどうかの決

定を求めなければならない。  



  3

２  前項の申込みを行つた金融機関は、内閣総理大臣に対し、経営の合理化のための方策その他の政令

で定める方策を定めた経営の健全化のための計画を提出しなければならない。  

３  内閣総理大臣は、次に掲げる要件のすべてに該当する場合に限り、第一項の申込みに係る第一号措

置を行うべき旨の決定をするものとする。  

一  第一項の申込みに係る取得株式等又は取得貸付債権の処分をすることが著しく困難であると認

められる場合でないこと。  

二  前項に規定する経営の健全化のための計画の確実な履行等を通じて、当該金融機関の次に掲げる

方策の実行が見込まれること。  

イ 経営の合理化のための方策 

ロ 経営責任の明確化のための方策 

ハ 株主責任の明確化のための方策 

４  前項第一号に規定する「取得株式等」とは、機構が第一号措置により取得した株式等（当該株式等

が株式又は劣後特約付社債である場合の当該取得後においては、当該株式が他の種類の株式への転換

の請求が可能とされるものである場合にその転換の請求により発行された他の種類の株式及び当該株

式又は当該他の種類の株式について分割又は併合された株式並びに当該劣後特約付社債に新株予約権

が付せられている場合にその行使により発行され、又は移転された株式及びこれについて分割又は併

合された株式を含む。）をいう。  

５  第三項第一号に規定する「取得貸付債権」とは、機構が第一号措置により取得した貸付債権をいう。  

６  内閣総理大臣は、第三項の決定を行うときは、財務大臣の同意を得なければならない。  

７  内閣総理大臣は、第一項の決定を行つたときは、その旨を当該金融機関及び機構に通知しなければ

ならない。  

８  内閣総理大臣は、第一項の申込みに係る第一号措置を行わない旨の決定がされたときは、直ちに、

当該申込みをした金融機関が受けた第一号措置に係る認定を取り消すものとする。  

９  第百二条第二項、第五項及び第六項並びに前条第六項及び第八項の規定は前項の規定による第一号

措置に係る認定の取消しについて、同条第九項の規定はこの項において準用する同条第八項の規定に

よる第二号措置に係る認定について、それぞれ準用する。  

 

（資本の減少を行う場合の特例）  

第百六条  内閣総理大臣は、前条第一項の申込みが株式の引受けに係るものである場合において、必要

があると認めるときは、当該申込みに係る同条第三項の決定において、資本の減少を当該株式の引受

けの条件とすることができる。  
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２  第八十九条の規定は、前項の規定により資本の減少を当該株式の引受けの条件とする前条第三項の

決定がされた場合における当該資本の減少について準用する。  

３  第一項の規定により資本の減少を当該株式の引受けの条件とする前条第三項の決定がされた場合

において、当該決定を受けた銀行等は、当該条件とされた資本の減少についての株主総会の決議を得

たとき又は得られなかつたときは、直ちに、内閣総理大臣に、その旨を報告し、かつ、当該株主総会

の議事録を提出し、あわせて、機構にその旨を通知しなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項に規定する場合において、同項の条件とされた資本の減少についての株主総

会の決議を得られなかつたときは、当該銀行等について第一号措置に係る認定及び前条第三項の決定

を取り消すものとする。  

５  第百二条第五項及び第六項並びに第百四条第六項及び第八項の規定は前項の規定による第一号措

置に係る認定の取消しについて、同条第九項（第百二条第二項に係る部分を除く。）の規定はこの項

において準用する第百四条第八項の規定による第二号措置に係る認定について、前条第七項の規定は

前項の規定により同条第三項の決定を取り消したときについて、それぞれ準用する。  

 

（機構による株式等の引受け等）  

第百七条  機構は、第百五条第三項の規定による決定がされたときは、当該決定に従い、株式等の引受

け等を行うものとする。  

２  機構は、前項の規定に基づき株式等の引受け等を行つたときは、速やかに、その内容を内閣総理大

臣及び財務大臣に報告しなければならない。  

 

（計画の公表等）  

第百八条  内閣総理大臣は、第百五条第三項の規定による決定をしたときは、同条第二項の規定により

提出を受けた計画を公表するものとする。ただし、信用秩序を損なうおそれのある事項、当該計画を

提出した金融機関の預金者等その他の取引者の秘密を害するおそれのある事項及び当該金融機関の業

務の遂行に不当な不利益を与えるおそれのある事項については、この限りでない。  

２  内閣総理大臣は、機構が取得株式等（第百五条第四項に規定する取得株式等をいう。以下この章に

おいて同じ。）又は取得貸付債権（同条第五項に規定する取得貸付債権をいう。以下この章において

同じ。）の全部につきその処分をし、又は利益をもつてする消却、償還若しくは返済を受けるまでの

間、当該取得株式等又は取得貸付債権に係る金融機関に対し、同条第二項の規定により提出を受けた

計画の履行状況につき報告を求め、これを公表することができる。  
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（取得株式等又は取得貸付債権の処分）  

第百九条  機構は、取得株式等若しくは取得貸付債権について譲渡その他の処分を行おうとするときは、

内閣総理大臣及び財務大臣の承認を受けなければならない。  

２  機構は、前項の処分を行つたときは、速やかに、その内容を内閣総理大臣及び財務大臣に報告しな

ければならない。  

 

（管理を命ずる処分及び資金援助の特例）  

第百十条  内閣総理大臣は、第百二条第一項又は第百四条第八項（第百五条第九項及び第百六条第五項

において準用する場合を含む。）の規定による第二号措置に係る認定が行われた場合には、第七十四

条第一項及び第二項の規定にかかわらず、直ちに、当該認定に係る金融機関に対し、管理を命ずる処

分をするものとする。  

２  前項の規定による管理を命ずる処分があつた場合におけるこの法律の適用については、当該処分を

受けた金融機関（破綻金融機関を除く。）は、破綻金融機関とみなす。  

３  第六十四条第二項の規定は、第一項の規定により管理を命ずる処分を受けた金融機関を破綻金融機

関として行う合併等に係る資金援助について同条第一項の委員会の議決を行う場合には、適用しない。

この場合において、委員会は、当該資金援助が当該金融機関の財務の状況に照らし当該資金援助に係

る合併等が行われるために必要な範囲を超えていないと認めるときは、当該資金援助を行う旨の決議

をすることができる。  

 

（特別危機管理銀行の株式の取得の決定）  

第百十一条  内閣総理大臣は、第三号措置に係る認定と同時に、機構が当該認定に係る銀行等の株式を

取得することの決定（次項において「特別危機管理開始決定」という。）をするものとする。  

２  内閣総理大臣は、特別危機管理開始決定をしたときは、その旨を機構及び当該特別危機管理開始決

定を受けた銀行等（以下「特別危機管理銀行」という。）に通知するとともに、官報により、これを

公告しなければならない。  

 

（株式の取得等）  

第百十二条  前条第二項の規定による公告があつた場合には、特別危機管理銀行の株式は、当該公告が

あつた時（以下この章において「公告時」という。）に、機構が取得する。  

２  前項の規定により機構が取得した株式に係る株券は、公告時において無効とする。  

３  第一項の規定による株式の取得については、商法第二百五条第一項 及び第二百六条第一項 の規定

は、適用しない。  
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４  第一項の規定により機構が取得した株式を目的とする質権その他の担保権は、公告時において消滅

する。  

 

（特別危機管理銀行の財務の公表）  

第百十三条  内閣総理大臣は、第百十一条第二項の公告をしたときは、内閣府令・財務省令で定めると

ころにより、公告時における特別危機管理銀行の資産及び負債の状況を公表するものとする。  

 

（特別危機管理銀行の役員の選任及び解任の 特例）  

第百十四条  機構は、商法第二百五十四条第一項 （同法第二百八十条第一項 において準用する場合を

含む。）の規定にかかわらず、内閣総理大臣の指名に基づき、特別危機管理銀行の取締役及び監査役

を選任することができる。この場合において、特別危機管理銀行の取締役又は監査役の変更の登記の

申請書には、指名及び選任を証する書面を添付しなければならない。  

２  機構は、商法第二百五十七条第一項 （同法第二百八十条第一項 において準用する場合を含む。）

の規定にかかわらず、内閣総理大臣の承認を得て、特別危機管理銀行の取締役又は監査役を解任する

ことができる。  

 

（報告又は資料の提出等）  

第百十五条  内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、特別危機管理銀行に対し、その業務及び財

産の状況等に関し報告若しくは資料の提出を求め、又はその経営に関する計画の作成及び提出その他

必要な措置を命ずることができる。  

 

（特別危機管理銀行の経営者の破綻の責任を 明確にするための措置）  

第百十六条  特別危機管理銀行は、その取締役若しくは監査役又はこれらの者であつた者の職務上の義

務違反に基づく民事上の責任を履行させるため、訴えの提起その他の必要な措置をとらなければなら

ない。  

２  特別危機管理銀行の取締役及び監査役は、その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、

告発に向けて所要の措置をとらなければならない。  

 

（債権者保護手続の特例）  

第百十七条  第八十九条の規定は、特別危機管理銀行が資本減少の決議をした場合について準用する。  
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（特別危機管理銀行に係る資金援助の特例）  

第百十八条  特別危機管理銀行を破綻金融機関とする合併等（第五十九条第二項第一号、第二号及び第

四号に掲げるものに限る。第五項において同じ。）を行う救済金融機関又は救済銀行持株会社等は、

同条第一項の規定にかかわらず、当該特別危機管理銀行と連名で、機構が当該特別危機管理銀行に対

して資金援助（同項第一号に掲げるものに限る。第三項から第五項までにおいて同じ。）を行うこと

を機構に申し込むことができる。  

２  第五十九条第六項及び第七項並びに第六十一条第一項の規定は前項の規定による申込みについて、

同条第二項、第三項及び第六項から第八項までの規定はこの項において準用する同条第一項の認定に

ついて、それぞれ準用する。この場合において、同条第一項から第三項まで及び第八項中「破綻金融

機関」とあるのは、「特別危機管理銀行」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。  

３  内閣総理大臣は、前項において準用する第六十一条第二項の申請が行われない場合においても、特

別危機管理銀行が前項において準用する同条第三項第三号に掲げる要件に該当すると認めるときは、

当該特別危機管理銀行及び他の金融機関又は当該特別危機管理銀行及び銀行持株会社等に対し、書面

により、合併等（第五十九条第二項第一号及び第四号に掲げるものに限るものとし、当該合併等が行

われることが預金者等その他の債権者の保護に資するものであり、かつ、機構による資金援助が行わ

れることが当該合併等を行うために不可欠であるものに限る。）のあつせんを行うことができる。  

４  第六十二条第二項及び第四項から第六項までの規定は前項のあつせんについて、第六十四条（第二

項及び第五項を除く。）の規定は第一項の規定による申込みについて、第六十五条及び第六十六条の

規定は第二項において準用する第六十一条第一項の認定又は前項のあつせんを受けた金融機関又は銀

行持株会社等について、第六十八条の規定は第一項の資金援助について、それぞれ準用する。この場

合において、第六十二条第二項中「第五十九条第一項又は第五十九条の二第一項」とあるのは「第百

十八条第一項」と、同条第四項から第六項までの規定中「第一項」とあるのは「第百十八条第三項」

と、同条第四項中「第四項から第七項まで」とあるのは「第六項及び第七項」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

５  委員会は、第一項に規定する申込みに係る資金援助について前項において準用する第六十四条第一

項の議決を行う場合において、当該資金援助が特別危機管理銀行の財務の状況に照らし当該資金援助

に係る合併等が行われるために必要な範囲を超えていないと認めるときは、当該資金援助を行う旨の

決議をすることができる。  

 

第百十九条  第百十条第三項の規定は、第五十九条第一項の規定による申込みに係る特別危機管理銀行

を破綻金融機関として行う合併等に係る資金援助について準用する。  
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（第三号措置の終了）  

第百二十条  内閣総理大臣は、できる限り早期に、機構又は特別危機管理銀行に次に掲げる措置を講じ

させることにより、第三号措置を終えるものとする。  

一  当該特別危機管理銀行と合併する金融機関が存続する合併（当該合併後に存続する法人が機構の

子会社でないものに限る。）  

二  当該特別危機管理銀行と他の金融機関が合併して金融機関を設立する合併（当該合 併により設

立された法人が機構の子会社でないものに限る。）  

三  当該特別危機管理銀行の営業の譲渡  

四  当該特別危機管理銀行の株式の譲渡（当該譲渡により当該特別危機管理銀行が機構の子会社でな

くなるものに限る。）  

２  特別危機管理銀行は、前項第一号から第三号までに掲げる措置を講ずるときは、内閣総理大臣にそ

の旨を報告し、あわせて、機構にその旨を通知しなければならない。  

３  機構は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに、その旨を財務大臣に報告しなければなら

ない。  

４  機構は、第一項第四号に掲げる措置を講じたときは、速やかに、その旨を内閣総理大臣及び財務大

臣に報告しなければならない。  

 

（危機対応勘定）  

第百二十一条  機構は、第百十条第三項（第百十九条において準用する場合を含む。）又は第百十八条

第五項の規定による決議に係る資金援助を行うときは、第四十条の二第二号に掲げる業務（以下「危

機対応業務」という。）に係る勘定（以下「危機対応勘定」という。）から、当該資金援助に要する

と見込まれる費用から当該資金援助に係る金融機関の保険事故につき保険金の支払を行うときに要す

ると見込まれる費用を控除した残額に相当する金額を、一般勘定に繰り入れるものとする。  

２  前項の規定による危機対応勘定から一般勘定への繰入れは、危機対応業務とみなす。  

 

（負担金の納付等）  

第百二十二条  金融機関は、次条第四項（第百二十四条第三項において準用する場合を含む。）の規定

による公告がされたときは、当該公告において定められた期間、機構の危機対応業務の実施に要した

費用に充てるため、機構に対し、負担金を納付しなければならない。  



  9

２  前項の公告がされたときは、金融機関は、当該公告において定められた期間に含まれる各営業年度

の末日までに、機構に対し、内閣府令・財務省令で定める書類を提出して、負担金を納付するものと

する。  

３  第一項の負担金の額は、各金融機関につき、当該負担金を納付すべき日を含む営業年度の直前の営

業年度の末日における負債（内閣府令・財務省令で定めるものを除く。）の額の合計額を十二で除し、

これに当該負担金を納付すべき日を含む営業年度の月数を乗じて計算した金額に、次条第二項の規定

により定められた負担率を乗じて計算した金額とする。  

４  第五十条第二項及び第五十二条の規定は、第一項の負担金について準用する。  

 

（負担金に係る決定）  

第百二十三条  機構は、毎事業年度、当該事業年度における危機対応勘定の収支につき、次に掲げる事

項を、当該事業年度の終了後三月以内に、内閣総理大臣及び財務大臣に報告しなければならない。  

一  第百二十一条第一項の規定により危機対応勘定から一般勘定に繰り入れた金額  

二  取得株式等又は取得貸付債権につきその取得価額を下回る金額で譲渡したことその他の事由に

より生じた損失の金額  

三  取得株式等又は取得貸付債権につきその取得価額を上回る金額で譲渡したことその他の事由に

より生じた利益の金額  

四  収納した負担金の金額  

五  その他政令で定める事項  

２  内閣総理大臣及び財務大臣は、前項の報告を受けた場合において、必要があると認めるときは、当

該報告を受けた時（以下この項において「報告時」という。）の属する事業年度以後の各事業年度に

おいて前条第一項の規定により金融機関が納付すべき負担金（以下「負担金」という。）に係る負担

率及び納付期間を定めなければならない。ただし、当該報告時の属する事業年度前の事業年度におい

て、当該報告時の属する事業年度以後の各事業年度における負担金に係る負担率及び納付期間が定め

られているときは、当該負担率及び納付期間を変更する方法により当該報告時の属する事業年度以後

の各事業年度における負担金に係る負担率及び納付期間を定めるものとする。  

３  負担率及び納付期間は、次に掲げる事項を勘案し、危機対応勘定の欠損金が負担金で賄われるよう

に、かつ、特定の金融機関に対し差別的取扱いをしないように定めなければならない。  

一  第一項の報告に係る事業年度における同項各号に掲げる事項  

二  金融機関の財務の状況  

４  内閣総理大臣及び財務大臣は、第二項の規定により負担率及び納付期間を定めたときは、官報によ

り、これを公告しなければならない。  
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５  内閣総理大臣及び財務大臣は、第二項の規定により負担率及び納付期間を定めるため必要があると

認めるときは、機構に対し、意見の陳述、報告又は資料の提出を求めることができる。  

 

（負担率等の変更）  

第百二十四条  機構は、その借入金の金利の変動、次条第一項の規定による政府の補助その他の事由（前

条第一項各号に掲げる事項に係るものを除く。）により、負担金に過不足が生ずることが明らかとな

つた場合には、その旨を内閣総理大臣及び財務大臣に報告しなければならない。  

２  内閣総理大臣及び財務大臣は、前項の報告に係る負担金の過不足を調整するために必要な限度で、

前条第二項の規定により定められた負担率及び納付期間を変更することができる。  

３  前条第四項及び第五項の規定は、前項の規定により内閣総理大臣及び財務大臣が負担率及び納付期

間を変更する場合について準用する。  

 

（政府の補助）  

第百二十五条  政府は、負担金のみで危機対応業務に係る費用を賄うとしたならば、金融機関の財務の

状況を著しく悪化させ、我が国の信用秩序の維持に極めて重大な支障が生ずるおそれがあると認めら

れるときに限り、予算で定める金額の範囲内において、機構に対し、当該業務に要する費用の一部を

補助することができる。  

２  機構は、負担金が納付されない事業年度（前項の規定により政府の補助を受けた日を含む事業年度

の後の事業年度に限る。）において、危機対応勘定に損益計算上の利益金として内閣府令・財務省令

で定めるところにより計算した金額があるときは、当該金額を、前項の規定により既に政府の補助を

受けた金額の合計額からこの項の規定により既に国庫に納付した金額を控除した金額までを限り、国

庫に納付しなければならない。  

３  前項の規定による納付金に関し、納付の手続その他必要な事項は、政令で定める。  

 

（借入金及び債券等）  

第百二十六条  機構は、危機対応業務を行うため必要があると認めるときは、政令で定める金額の範囲

内において、内閣総理大臣及び財務大臣の認可を受けて、日本銀行、金融機関その他の者から資金の

借入れ（借換えを含む。）をし、又は債券の発行（債券の借換えのための発行を含む。）をすること

ができる。  

２  第四十二条第四項及び第四十二条の二の規定は、前項の規定により機構が資金の借入れ又は債券の

発行をする場合について準用する。  
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３  第一項の規定により発行される債券については、これを第四十二条第一項の規定により発行される

債券とみなして、同条第五項から第九項までの規定を適用する。  

 


